
- 1 - 

 

御意見の要旨と御意見に対する本市の考え方 

 

○ 御意見者数：１４９名・団体 ，御意見総数：３７２件 

 

１ 全般について 56 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 
「京都市エネルギー政策推進のための

戦略」に賛同する。 
27 

戦略の趣旨に御賛同いただいた御意見

や御要望を踏まえ，戦略を策定し，着実

に推進することで，市民の皆様の生活の

質の維持・向上につながる「原子力発電

に依存しない持続可能なエネルギー社

会」を目指して参ります。 

2 
基礎自治体である京都市がエネルギー

戦略を策定する意義は大きい。 
4 

3 

今後，日本の各自治体においてもエネル

ギー政策に積極的に取り組み，日本中に

低炭素社会の構築に向けた機運が広が

ることを望む。 

2 

4 

この戦略は，数値で語られることが多い

エネルギーの問題に対して，「質」の概

念からも必要性を迫っている点で優れ

ている。 

京都市は，エネルギー政策について，質

を重んじる和の文化の源泉のまちとし

て，エネルギー以外の副次的な効果も視

野に入れつつ，全国のモデルとなるよう

に取り組んで欲しい。 

2 

5 

京都らしさを生かして，省エネルギー推

進や再生可能エネルギー普及拡大等を

進めてほしい。 6 

京都の強みや地域資源である「市民力・

地域力」「先進性」「産学公連携」「自然

の恵み」の４つの視点を踏まえ，京都な

らではのエネルギー政策を推進して参

ります。 

6 

地球温暖化対策との整合をとりながら

エネルギー政策を推進してほしい。 

 

5 

エネルギー政策と地球温暖化対策は表

裏一体の検討が求められることから，本

戦略は「低炭素社会の構築」をはじめ総

合的な観点を踏まえて策定し，「京都市

地球温暖化対策計画」における施策推進

に反映させることとしています。本戦略

に掲げる省エネルギーや再生可能エネ

ルギーの目標を着実に達成することに

より，温室効果ガスの削減を図って参り

ます。 

7 

「地産地消」の考え方は重要。コンパク

トなエリアで発電・消費・売電を行い，

地域コミュニティの活性化につながる

取組を進めてほしい。 

 

4 

地域で産み育て，活用する「エネルギー

の地産地消」について，市民，事業者，

関係機関，NPO，関係団体，エネルギー

供給事業者等の皆様との共汗のもと，市

民協働発電制度の進化など積極的な取

組を展開して参ります。 

8 

エネルギー問題は短期間で解決するも

のではないので，次世代を担う子どもた

ちを対象とした取組を充実させてほし

い。 
3 

市立全小学校で実施している環境教育

プログラム「こどもエコライフチャレン

ジ」や小・中学生向けの環境副読本を活

用し，エネルギー問題を学習するととも

に，中学生向け副読本では，今年度の改

定の際に，記載内容を大幅に充実してい

ます。今後ともエネルギー問題に関する

学校教育の充実を図って参ります。 

別紙 
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9 

予算や具体的なスケジュールについて

も記載するべき。 

2 

本戦略は，本市が推進すべきエネルギー

政策の方向性を明らかにするものであ

り，具体的内容等については各分野別計

画における施策推進に反映し，具体的ロ

ードマップを示し，必要な財源の確保に

努めて参ります。 

 

10 

将来世代への負担転嫁が減るよう，例え

ば自然エネルギーや省エネルギーを商

業ビルやマンション，住宅を建てるとき

の標準性能とするようなことにも取り

組むべき。 

 

1 

御意見を踏まえて，本文２３ページの

「ア 施策推進の方向性 ａ 家庭にお

ける省エネルギーライフの定着と住宅

ストックの良質化」の箇所に，「伝統的

な京町家の暮らしの知恵と現代の技術

を融合した環境配慮住宅の普及促進を

はじめとした，新築住宅の省エネ性能の

向上の取組を通じて，環境に配慮した数

世代にわたり住み継ぐことができる住

宅を普及させていきます。」の文言を記

載しました。 

本市におきましても，本文３３ページの

「本市の主な率先実行取組 公共建築

物における低炭素仕様の強化」の箇所

に，全ての公共建築物に，原則として，

再生可能エネルギーの最大限の設置，省

エネルギー機器・部材の最大限の導入を

図ることを位置付け，率先した対策に取

り組んで参ります。 

 

２ 基本的な考え方について 74 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

市民の生活の質の維持・向上につながる

「原子力発電に依存しない持続可能な

エネルギー社会」を目指すという理念を

掲げており，評価できる。 
41 

御賛同いただいた御意見を踏まえ，戦略

を策定し，着実に推進することで，市民

の皆様の生活の質の維持・向上につなが

る「原子力発電に依存しない持続可能な

エネルギー社会」を目指して参ります。 

 

2 

「原子力発電に依存しない持続可能な

エネルギー社会」を目指すというのは無

責任であり，反対。原子力発電も活用し

ていくべき。 

7 

東日本大震災に伴う福島第一原発事故

による甚大な被害を踏まえ，「原子力発

電に依存しない持続可能なエネルギー

社会」を目指す必要があると考えており

ます。 

このため，基礎自治体，エネルギー需要

サイドの観点からの取組として，徹底し

た省エネルギーを基本に据えて取り組

むとともに，多様な再生可能エネルギー

の飛躍的な普及拡大に取り組むことと

しております。 

原子力発電の稼働につきましては，中長

期的には原発に依存しない方向性のも

と，短期的には稼動の必要性を明らかに

し，万全の安全性を確保し，地域住民の

理解を得る必要があり，国の責任のもと

に決定していくべきであると考えてお

ります。 

3 

原発ゼロを明確に打ち出し，政府に原発

ゼロを迫ってほしい。 4 

4 

原子力発電は「持続不可能」ではない。

「持続的に発展できる社会」を目指す中

で国のエネルギー政策を踏まえながら

エネルギー問題を考えるべき。 

1 

5 

国のエネルギー基本計画案では，原発は

「重要なベース電源」とされているが，

京都市としてベース電源のあり方を示

すべきではないか。 
1 
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6 

「生活の質（ＱＯＬ）」の向上につなが

るとあるが，具体的にどうなるのか分か

りやすく示してほしい。 

7 

エネルギー政策を推進することは，中長

期的には，低炭素社会の構築，暮らしの

安心・安全，雇用の創出や生活の質の向

上につながるものであると考えており， 

御意見を踏まえ，本文６ページに，トピ

ックスとして，エネルギー政策を推進す

ることによる「生活の質（ＱＯＬ）」の

向上についての具体例を記載しました。 

 

7 

エネルギー政策は，初期投資等のコスト

負担の問題もみられるが，中長期的には

市民・事業者の利益につながるとされて

いる。市全体で共有できる具体的なメリ

ットを明確にしながら進めてほしい。 

2 

8 
自立分散型エネルギー活用の比重を高

める取組を推進すべき。 2 
京都市は１４７万人の市民が生活する

大都市として多くのエネルギーを消費

していることから，率先してエネルギー

政策に取り組む必要があります。本戦略

では，基礎自治体，エネルギー需要サイ

ドの観点から，徹底した省エネルギーを

基本に据えて取り組むとともに，多様な

再生可能エネルギーの飛躍的な普及拡

大に取り組むこととしております。 

戦略の推進により，大規模集中型電源へ

の依存度を低下させ，自立分散型エネル

ギー活用の比重を高めていくことで，

「原子力発電に依存しない持続可能な

エネルギー社会」を目指して参ります。 

9 

分散型エネルギーには経済性の考慮が

必要。また，燃料をネットワークで供給

する方式の分散型エネルギーには，災害

時のリスク軽減に繋がらない場合も想

定される。このため，「多様な電源をバ

ランスよく確保することにより，災害に

強いエネルギー環境を構築」等の記載と

してはどうか。 

2 

10 

なぜエネルギーの大消費地といえるの

か。それがこの戦略によってどうなるの

か。原子力発電の廃止につながるのか。 
1 

11 
自立分散型エネルギー活用の比重をど

う高めるのか。 
1 

12 

原子力発電に依存しない社会を目指す

というわりには，省エネルギーの見込み

に比べ，再生可能エネルギーの増加見込

みが少なく，これらを同列に扱うのはお

かしい。 

1 

13 

単に省エネの徹底や再エネ導入拡大と

いった取組にとどまらず，環境と経済の

両立を図ることは非常に評価できる。 

その実現のためにも，中小事業者への省

エネ推進の環境づくりの支援，省エネ，

再エネに貢献する関連産業振興策を進

めてほしい。 

1 

本文４ページの「４ 基本方針＜戦略推

進により目指すべき姿＞」の箇所に，「エ

ネルギー消費量の増大と経済成長の両

者の連動を切り離す「デカップリング」 

により，健全で恵み豊かな地球環境を維

持しつつ，合理的なエネルギー使用によ

る，健全な経済の発展を図りながら持続

的に発展できる社会の構築を目指しま

す。」と記載しました。 

その実現に向け，高い技術力を誇る企業

群や独創的な研究を推し進めている大

学・研究機関の集積，「京都議定書誕生

の地」として１０余年にわたり環境・エ

ネルギーの分野における市民力や地域

力を生かしてきた取組の蓄積等の京都

の強みを生かし，持続可能なエネルギー

社会の原動力となる「グリーンイノベー

ション」の創出に積極的に取り組んで参

ります。 

14 

エネルギー消費量の増大を伴わず経済

成長するだけではなく，エネルギー消費

を削減しながら現状規模の維持に努め

ることも選択肢として考えられる。 

1 
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15 

「４つの視点」において，何が「京都な

らでは」なのか，具体的な表現を加える

べき。 1 

本文４ページの「４ 基本方針＜戦略推

進のための４つの視点＞」の箇所に，千

二百余年に及ぶ歴史の中で育んできた

市民文化等について，より具体的に記載

しました。 

16 

市民力，地域力という強みをどのように

生かしていくのか，取組内容を分かりや

すく記載してほしい。 1 

本文２２ページ以降に，市民力・地域力

等の４つの視点を踏まえた「施策推進の

方向性とリーディングプロジェクト」に

ついて記載しました。 

 

３ 「原子力発電に依存しない持続可能なエネルギー社会」に向けた京都の姿について 3 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

省エネ推進や再エネ普及拡大が，「生活

の質（ＱＯＬ）」の向上につながること

が概念として示され，更にその概念を一

歩進めて，シーン毎の「生活の質」を具

体的に描いて，持続可能なエネルギー社

会の姿を目指すことは，市民や事業者の

視点に立った仕立てになっており，大い

に評価する。４つの「Ｃ」といったキー

ワードもユニークであり，これらによ

り，市民や事業者に向けた，わかりやす

い啓発を期待する。 

 

1 

御意見を踏まえ，本文６ページに，トピ

ックスとして，エネルギー政策を推進す

ることによる「生活の質（ＱＯＬ）」の

向上についての具体例を記載しました。 

引き続き，市民，事業者の皆様への分か

りやすい啓発に取り組んで参ります。 

 

2 

Ｃをキーワードとした手段と活動の場

面での取組により「原子力発電に依存し

ない持続可能なエネルギー社会」の実現

を期待する。 
1 

御賛同いただいた御意見を踏まえ，戦略

を策定し，着実に推進することで，市民

の皆様の生活の質の維持・向上につなが

る「原子力発電に依存しない持続可能な

エネルギー社会」を目指して参ります。 

 

3 

省エネ・高効率機器への買い替えや変更

について言及したほうが，市民や事業者

からの賛同をより得やすく，実行力のあ

る戦略となる。 
1 

御意見を踏まえ，本文１８ページの「「原

子力発電に依存しない持続可能なエネ

ルギー社会」に向けた京都の姿」の箇所

に，「高断熱，高効率給湯，高効率空調，

コージェネレーション，ヒートポンプと

いった高効率機器の導入などにより省

エネルギー性能が高まっています。」の

文言を記載しました。 

 

４ 目標設定について 21 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

京都府のエネルギー戦略の目標年度が

２０３０年度であること等を踏まえ，本

戦略において，２０３０年度の目標や，

より短期・長期の目標を設定すべきでは

ないか。 
5 

本戦略は，京都市基本計画「はばたけ未

来へ！ 京プラン」に掲げた「京都の未

来像」の着実な実現に向けたエネルギー

政策の方向性を明らかにするものであ

ることから，基本計画の最終年度に当た

る２０２０年度を目標年度としていま

す。それ以降の目標につきましては，エ

ネルギー政策を取り巻く社会情勢や，本

戦略の取組の進捗状況を踏まえ，検討し

て参りたいと考えております。 
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2 

みんなが頑張ればできるというイメー

ジを持ってもらえるよう，目標の根拠を

より具体的に記載したほうがよい。 
4 

御意見を踏まえ，本文２０ページの「２ 

目標設定について」の箇所に，省エネル

ギーの目標設定の考え方として「本戦略

に掲げるリーディングプロジェクト等

の取組を前提に，国の中央環境審議会の

報告（「2013 年以降の対策・施策に関す

る報告書」）の対策の現状及び将来見通

し等を，本市の産業構造やエネルギー消

費の状況に適用して試算しました。な

お，部門別には，業務部門▲5.0%，家庭

部門▲6.0%，運輸部門▲4.8%，産業部

門▲0.8％の想定となっています。」の文

言を記載しました。 

また，再生可能エネルギーの目標設定の

考え方として，「本戦略に掲げるリーデ

ィングプロジェクト等の取組を前提に

試算しました。目標には，太陽光発電設

備の発電出力 224 千 kW（うち住宅用太

陽光発電設備の設置戸数 25,000 戸），そ

の他の再生可能エネルギー導入量

888TJ を見込んでいます。」の文言を記

載しました。 

3 もっと強力で具体的な目標設定が必要。 4 

4 

「地球温暖化対策推進委員会」で，省エ

ネ及び再エネに係る目標の内訳や具体

的取組等が示され，公表されている。市

民，事業者による取組を進めるため，本

戦略とあわせて公表してはどうか。 

1 

5 

省エネルギーの目標設定について，「低

炭素社会を実現するためには」とある

が，目的が限定されすぎており，もっと

幅広い観点の表現とすべき。 

1 

6 

目標を達成できるよう頑張ってほしい。 

 

3 

京都の強みや地域資源である「市民力・

地域力」「先進性」「産学公連携」「自然

の恵み」の４つの視点を踏まえながら，

市民，事業者，関係機関，NPO，関係団

体，エネルギー供給事業者等の皆様との

共汗のもとエネルギー政策を推進し，目

標の達成を目指して参ります。 

7 

関西広域連合の目標とも整合は取れて

いるのか。 

1 

現在，関西広域連合において策定中の

「関西エネルギープラン」では，構成府

県市の状況を踏まえながら，太陽光発電

及び再生可能エネルギー全体について

２０２０年度の目標を掲げることとし

ており，本市の再生可能エネルギーの目

標達成により，関西広域連合の目標達成

にも貢献するものです。 

8 

なぜ２０１０年度を基準年度とするの

か。 

1 

本戦略は，東日本大震災の教訓を踏ま

え，本市のエネルギー政策の方向性を示

すものであり，東日本大震災が発生し，

エネルギー政策大転換の契機となった

２０１０年度を基準年度としています。 

9 

家庭での省エネルギーを進めるため，京

都の知恵を生かしながら，快適さの自制

を求める目標を掲げるべきではないか。 

1 

御意見につきましては，今後の施策の検

討，取組に当たっての参考とさせていた

だきます。 
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５ 省エネルギーの推進について 75 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

多くの人が住む京都市では，まず徹底し

た省エネルギーに取り組むべきである。 

13 

御指摘のとおり，エネルギーの大消費地

である本市においては，市域全体のエネ

ルギー消費量の抑制が最も効果的な対

策であることから，「徹底的な省エネル

ギーの推進」をエネルギー政策推進の基

本に据えて取り組んで参ります。 

2 

自家用車から公共交通等にシフトし，省

エネルギーを進めるための，取組・まち

づくりを進めてほしい。 

（主な御意見） 

・市バスの利便性向上 

・カーシェアリング拡大のための奨励金

の創設 

・ロードプライシングの早期実施 

・一人乗り自動車は通行できないプール

レーンの設置 

・専用レーンの設置，民間駐輪場設置助

成など自転車利用促進対策 

・車利用を減らすための公共施設の集約

化 

12 

本市では，快適，便利に利用できる公共

交通の利便性向上策等に取り組んでい

るところであり，引き続き，人と公共交

通優先の「歩くまち・京都」を推進して

参ります。 

市バスについては，お客様の利用状況

や，御意見を参考にし，路線・ダイヤの

編成を行っています。今後も，お客様に

とってより便利で利用しやすい市バス

を目指して取り組んで参ります。 

御意見につきましては，今後の施策の検

討，取組に当たっての参考とさせていた

だきます。 

3 

京都市では家庭，業務部門のエネルギー

消費割合が多いので，家庭，業務部門に

重点を置いた省エネ対策をとるべき。産

業部門のこれ以上の省エネは難しい。 

6 

京都市は産業構造上，全国と比べて家

庭，業務部門の割合が多く，産業部門の

割合が少なくなっています。 

家庭，業務部門はエネルギー消費量が増

加傾向にあるため，重点的に取組を進め

て参ります。一方，産業，運輸部門はエ

ネルギー消費量が減少してきています

が，これまでの取組を着実に推進して参

ります。 

 

4 

省エネルギーの費用対効果を伝えるな

ど，省エネルギーに対する市民・事業者

の意識向上や動機付けとなる取組を進

めてほしい。 
5 

省エネルギーをはじめエネルギー政策

の推進は，中長期的には市民・事業者の

皆様の利益創出につながるものである

ことをしっかりとお伝えし，取り組んで

参ります。 

 

5 

空調によるエネルギー消費量低減のた

め，建築物の断熱対策は重要である。 
3 

御意見を踏まえて，本文２３ページの

「ア 施策推進の方向性 ａ 家庭にお

ける省エネルギーライフの定着と住宅

ストックの良質化」の箇所に，「伝統的

な京町家の暮らしの知恵と現代の技術

を融合した環境配慮住宅の普及促進を

はじめとした，新築住宅の省エネ性能の

向上の取組を通じて，環境に配慮した数

世代にわたり住み継ぐことができる住

宅を普及させていきます。」の文言を記

載しました。 

6 

京町家の良いところを取り入れた住宅

の普及も大事である。 

3 
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7 

コージェネレーションを導入しても，そ

の電気と熱を有効に活用できている事

業者は少なく，必ずしも省エネルギーに

つながっていない。このため，コージェ

ネレーションをあまり前面に打ち出さ

ないほうがよいのではないか。 

3 

分散型電源としても有効である事業用

コージェネレーションシステムについ

ては，一定の熱需要が見込める業種，施

設等への普及を促し，エネルギー消費の

高効率化を図って参りたいと考えてお

ります。あわせて，技術革新が進む家庭

用燃料電池など，高効率機器の導入を促

進して参ります。 
8 

再生可能エネルギーの調整電源，重要拠

点のエネルギーセキュリティ向上の観

点から，コージェネレーションの活用が

望まれる。 

1 

9 

京都の地域特性を踏まえた省エネルギ

ーの手法について，市民や事業者に広く

発信するべきである。 

2 

本戦略は，市民，事業者，関係機関，NPO，

関係団体，エネルギー供給事業者等の皆

様との共汗のもと，オール京都体制で各

種施策に取り組むものであり，施策の推

進に当たっては，市民，関係者の皆様に，

本市とともにエネルギーについて自ら

考え，行動していただけるよう，エネル

ギーに関する現状，課題，支援内容等に

ついての情報を積極的に発信し，省エネ

の推進や再エネの普及拡大につながる

エネルギーの「見える化」に取り組んで

参ります。 

10 

京都市の部門別のエネルギー消費割合

の状況や，太陽光発電の普及率が低いこ

となどを知らなかった。 

このような情報や，地域特性を踏まえた

省エネ手法を広く周知することで，さら

なる省エネにつながるのではないか。 

2 

11 

省エネの取組をより進めるため，エネル

ギー使用量が定期的に把握できるエネ

ルギー事業者の WEB サービス等を活用

し，市民一人ひとりが，エネルギー使用

量をしっかりと把握することが重要。 

2 

12 

市民一人ひとりがエネルギーを賢く使

うことを意識し，できることから取り組

むことで，QOL の向上につながってい

くとよいと思う。 

1 

13 

エネルギー消費量の大きな企業等につ

いては，自分たちでその消費量を把握で

きるようにしたうえで，それぞれが自主

的に対策を行えるようにして欲しい。 
1 

本文２３ページの「ア 施策推進の方向

性 ｂ オール京都体制による経済活動

の省エネ化」の箇所に，「エネルギーの

見える化診断などにより，事業者の省エ

ネルギー活動を支援する」ことを記載し

ており，施策を着実に推進して参りま

す。 

 

14 

電力需給平準化のため，蓄電池の開発や

補助を行ってほしい。 

1 

本文２３ページの「ア 施策推進の方向

性 ｃ 電力需要のピークカット・ピーク

シフト」の箇所に，蓄電池の導入支援（本

市では平成２４年度から住宅用蓄電池

について設置助成を実施）等により電力

需要のピークカット・ピークシフトを行

うことを記載しています。あわせて，研

究・技術開発などエネルギー・環境関連

産業の育成・振興を図ることとしてお

り，施策を着実に推進して参ります。 

 

15 

ピークカット・ピークシフトは節電対策

であり省エネルギー対策ではない。 

1 

本戦略では，電力需要の過度な集中を平

準化し，自立分散型エネルギー活用の比

重を高める環境を整備するため，ピーク

カット・ピークシフトの節電対策は，消費電

力の低減にもつながることから，エネル

ギー需要サイドの取組として「省エネルギ

ー推進」に記載させていただきました。 
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16 

家庭・業務部門では熱利用が少ないた

め，コージェネレーションは省エネ対策

として効果が小さい。 

一方，エネルギーの有効利用に関しては

ヒートポンプの普及拡大が非常に有効

であり，高効率機器・高効率給湯器の普

及拡大に向けた啓発活動も重要。 

省エネ対策として，ヒートポンプの導入

や啓発活動について追記すべき。 

1 

御意見を踏まえ，本文１８ページの「「原

子力発電に依存しない持続可能なエネ

ルギー社会」に向けた京都の姿」の箇所

に，「高断熱，高効率給湯，高効率空調，

コージェネレーション，ヒートポンプと

いった高効率機器の導入などにより省

エネルギー性能が高まっています。」の

文言を記載しました。 

また，２４ページの「ア 施策推進の方

向性 ｄ コージェネレーションシス

テム，LED 等の高効率機器の導入促進」

の箇所に，「LED 等の高効率照明，高効

率家電，ヒートポンプなど，高効率機器

の導入促進を図ります。」の文言を記載

しました。 

17 

喫緊の課題として「省エネルギーの推

進」が挙げられていることから，

ISO50001（エネルギーマネジメントシ

ステム）の導入を広め，省エネルギーを

着実に進めていくことが必要なのでは

ないか。 

1 

本文２３ページの「ア 施策推進の方向

性 ｂ オール京都体制による経済活動

の省エネ化」の箇所に，「事業者の自主

的な省エネルギー活動を推進するため，

京都発祥の環境マネジメントシステム

「KES・環境マネジメントシステム・ス

タンダード」の導入を促進」することを

記載しました。 

 

18 

京町家等，古い木造建築物に適した省エ

ネルギー技術について研究することが

必要だと思う。 

2 

本戦略においては，「徹底した省エネル

ギーの推進」をエネルギー政策の基本に

据えて取り組むこととしており，様々な

可能性を検討し，徹底した対策を進めて

参ります。御意見につきましては，今後

の施策の検討，取組に当たっての参考と

させていただきます。 

19 

地域コミュニティでのエコ活動は，学区

を単位とするだけでは不十分。担い手と

なる協議会の立ち上げや，「町内会」な

ど小回りが利く単位での活動の促進，活

動の周知・広報発信を行うべき。 

1 

20 

様々な省エネルギー対策を進めてほしい。 

（主な御意見） 

・省エネ手帳の配布とポイント付与 

・「単身者」「共同住宅」向けの対策 

・省エネ事業者の育成・ニーズ創出 

・電力負荷平準化の評価方法の導入 

・様々な高効率機器の導入 

・ボランティアの育成 

・エネルギー消費行動の集約 

・信号機や市街灯のエコ化 

・モデル的な地域冷暖房の実施 

・経済的手法による企業ポテンシャル活用 

14 
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６ 再生可能エネルギーの普及拡大について 64 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

木質バイオマスエネルギーの活用に取り

組んでほしい。 

（主な御意見） 

・三山の保全・再生にも資するような木

質ペレットの普及策 

・京北との合併による森林面積増の影響

といった情報の PR 

・北山杉等の更なる活用 

・林業・木材産業の活性化，木材需要の

創出の必要性を明確化すべき 

・薪の利用促進 

・都市部と農山村部が支えあう仕組みの

構築 

・燃料調達コストの低減に向けた工夫 

12 

本市は豊かな森林を有しており，市街地

周辺の三山をはじめとした景観林の保

全・再生等を含めた多様な森林づくりを

推進しているところです。 

また，森林・林業あるいは木材産業の活

性化のためには，木質バイオマスのエネ

ルギー利用等による木材需要の創出が

喫緊の課題であると考え，これまでから

木質ペレットの普及拡大に取り組んで

おり，更なる木材利用を促進するために

も本市の取組を積極的に情報発信して

参ります。 

御意見を参考に，今後とも，森づくりと，

まちにおける木材利用を結び付ける森

林・林業施策の推進に取り組んで参りま

す。 

2 

京都市の自然特性や，環境への影響を考

慮すると「太陽エネルギー」を推進すべ

き。短期的には，リーディングプロジェ

クトに示している「太陽エネルギーの普

及拡大に向けた支援の継続」が不可欠。

国の補助金は終了されるが，京都市の補

助制度の継続，拡充を求める。 

8 

御指摘のとおり，本市において，他のエ

ネルギー種別に比べて多くの導入が見

込める太陽エネルギーにつきましては，

国の補助は今年度で終了する予定です

が，本市におきましては，その飛躍的な

普及拡大に向け，支援制度の継続，拡充

を図るなど，積極的な取組を推進して参

ります。 

3 

小水力発電の普及拡大を進めてほしい。 

（主な御意見） 

・琵琶湖疏水の活用 

・用水路で発電を行っている畑の農産物

を優遇する仕組みの構築 

・他府県市との連携 

6 

地域コミュニティの強化，産業振興など

の地域活性化や環境教育の観点を取り

入れながら，小水力をはじめ，あらゆる

再生可能エネルギーの導入可能性を追

求して参ります。 

4 

最大限の再生可能エネルギーの導入策を

進めてほしい。 

5 

京都の強みや地域資源である「市民力・

地域力」「先進性」「産学公連携」「自然

の恵み」の４つの視点を生かして，あら

ゆる再生可能エネルギーの導入可能性

を追求するなど，積極的な取組を推進し

て参ります。 

5 

景観規制が太陽光発電の導入の障壁とな

っていると考えられるので，規制の緩

和・簡素化や，適切な情報提供等を進め

てほしい。 

4 

本市では，太陽エネルギーの更なる利用

拡大に向け，太陽光パネルの景観に関す

る運用基準の改訂を行ったところであ

り，引き続き，市民・事業者の皆様に分

かりやすい周知に努めて参ります。 

御意見を踏まえて，本文２８ページの

「リーディングプロジェクト 太陽エ

ネルギーの普及拡大に向けた支援の継

続」の箇所に，「更なる太陽エネルギー

の普及に向け，京都の景観と調和した太

陽エネルギーの利用拡大を進めるとと

もに，太陽光発電設備の導入支援を継続

します。また，太陽熱利用についても需

要拡大を図ります。」の文言を記載しま

した。 
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6 

再生可能エネルギーを普及拡大するとい

っても京都には場所がなく，市民の負担

増につながる。その割に効率が悪く原子

力発電の代替になり得ない。 

3 

再生可能エネルギーにつきましては，地

域の特性に応じた多様なエネルギーの

導入可能性を追求することが必要です。 

そのため，本市では，資源の枯渇の恐れ

が少なく，環境の負荷が少ない再生可能

エネルギーの導入について最大限取り

組み，太陽エネルギー，バイオマスエネ

ルギーをはじめ，あらゆる再生可能エネ

ルギーの導入可能性を追求して参りま

す。 

また，その推進に当たりましては，再生

可能エネルギーについての現状・課題に

加えて，中長期的には市民・事業者の皆

様の利益創出につながるものであるこ

とをしっかりお伝えし，取り組んで参り

ます。 

 

7 

再生可能エネルギーは施設・投資面での

負担が大きい割にはエネルギー効率が悪

い。 
2 

8 

再エネのコストや不安定性，原子力発電

を火力発電で代替した場合の燃料費高

騰，原子力発電の発電費用には廃棄物処

理費用が入っていないこと等，エネルギ

ーに係る現状・課題を正直に市民に知ら

せるべき。 

2 

9 

太陽光発電の普及拡大に当たっては，現

状分析に基づき対応策を検討することが

必要。 

2 

10 

再エネ普及により電気料金が高騰してい

る海外事例，再エネの大規模導入実証で

明らかとなった事業性や電力品質の課題

を参考に，経済性や電力品質等を踏まえ

た取組を検討してはどうか。 

「市民力・地域力を生かした，地域の活

性化につながる仕組みを活用した再生可

能エネルギー普及拡大」の冒頭へ，「効率

性，経済性，電力品質の確保を前提に」

を追記してはどうか。 

2 

再生可能エネルギーの普及拡大は，中長

期的には経済的な面だけではなく，生活

の質の向上等，市民・事業者の様々な利

益の創出につながるものであり，地域特

性を踏まえながら，地域活性化の視点も

加味した取組を進めて参りたいと考え

ております。 

あわせて，再生可能エネルギーの普及拡

大に係る課題解決に向けた研究開発，技

術開発，製品・サービスや関連ビジネス

の創出を目指すとともに，これらを通じ

て新たな産業の創出と振興を図り，健全

な経済の発展を図りながら持続的に発

展できる社会を目指して参ります。 

11 

３倍という目標は再生可能エネルギーの

利用可能量の現状を考えれば，非常に挑

戦的な目標。京都市が率先して導入し，

目標に向けて取り組む姿勢を示してほし

い。事業者としても，行政施策と十分連

携し，再エネや省エネ家電等を普及促進

する環境づくりに努めたいと考えている

ので，関連業界とともに進める施策や取

組を構築してほしい。 

1 

御指摘のとおり，本市の自然状況下にお

いて，再生可能エネルギーの導入量を３

倍とすることは挑戦的な目標ではあり

ますが，本市による率先導入をはじめ，

関連事業者等との産学公連携による導

入普及啓発や技術開発など，市民，関係

機関，NPO，関係団体，エネルギー供

給事業者等の皆様との共汗のもと，目標

の達成に向けて積極的な取組を推進し

て参ります。 

12 

市民協働発電制度など市民参加型の再生

可能エネルギー普及策を進めてほしい。 1 

本市の既存施設を最大限に活用して，

「京都市市民協働発電制度」及び「京都

市太陽光発電屋根貸し制度」を活用した

取組を進めております。 

本市では，２０年間の実施計画等につい

て十分な審査を行うため，運営事業者選

定委員会を設置して，運営主体を選定し

ており，また，選定後も２０年間の事業

継続が図られるよう，運営主体と協働し

ながら実施して参ります。 

13 

学校での屋根貸し制度はすぐ応募がいっ

ぱいになると思う。一方，２０年にわた

る事業リスクは心配。 
1 
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14 

太陽熱利用は，太陽光発電に比べエネル

ギー利用効率が高いが，販売店が限られ，

イニシャルコストが高額であり，利用者

側のメリットが少ないため今後の普及拡

大は非常に難しい。 

1 

資源の枯渇の恐れが少なく，環境の負荷

が少ない再生可能エネルギーの導入に

ついては，最大限の取組が求められま

す。本市では，高い技術力を誇る企業や

独創的な研究を推し進めている大学・研

究機関，京都府等と連携を図りながら，

太陽エネルギー，バイオマスエネルギー

をはじめ，あらゆる再生可能エネルギー

の導入可能性を追求して参ります。 

御意見につきましては，今後の施策の検

討，取組に当たっての参考とさせていた

だきます。 

 

15 

様々な手法による再生可能エネルギーの
導入を積極的に進めてほしい。 
（主な御意見） 
・太陽熱利用，小水力発電，地中熱利用， 
 潮汐利用 
・家庭用使用済みてんぷら油回収事業の
拡大 

・「都市油田発掘」プロジェクト 
・府市協調による，日本海での洋上風力 
発電  

・水素による発電（余剰水素発生プラン 
トでの発電，蓄電池による電力輸送） 

・駅改札等への発電床の導入 
・既存施設の狭いスペースでも発電でき 
る仕組みの構築 

・市内の耕作放棄地への大規模ソーラー 
発電所の設置 

・屋上，高層ビル等への太陽光パネル設置 
・自転車発電の活用，コンテストの開催 
・エリア別の導入対策の検討 
・エコポイントの活用 

14 

 

７ スマートシティの構築について 5件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

スマートシティの構築について，検討やプ

ロジェクト創出などと書かれているが，何

をどうしようとしているのか分かりにく

い。京都らしいスマートシティとはどうい

うものを目指しているのか分からない。 

 

3 

本市では，高い環境意識が熟成された市

民力の発揮はもとより，京都の強みであ

る「産学公連携」による先進技術を生か

した「京都ならではのスマートシティ」

の構築を進めて参ります。 

この京都ならではのスマートシティ構

築に向け，スマートシティ京都研究会で

検討を行っているほか，岡崎地域におけ

る公共施設間エネルギーネットワーク

形成や京都にふさわしい環境配慮型住

宅の実証事業などに取り組んでいます。 

2 

「京都ならではのスマートシティ構築」に

向け，「町家」「観光客」をターゲットとし

てほしい。 2 

 

８ グリーンイノベーションの創出について 8件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

京都には，環境・エネルギー分野に取り

組む中小・ベンチャーから大企業に至る

まで裾野の広い技術力，製品などの強み

がある。地域（自治体）のエネルギー戦

略には，こうした地域の強みを生かし，

地域環境と地域経済が両立する政策が

必要であり，施策推進の方向性の大きな

柱の一つに「グリーンイノベーションの

創出」が示されていることは評価する。

京都を挙げた環境・エネルギー産業振興

を期待する。 

2 

本市には，素材・部材開発を中心に高い

技術力を誇る企業群や独創的な研究を

推し進めている大学・研究機関の集積，

「京都議定書誕生の地」として 10 余年

にわたり環境・エネルギーの分野におけ

る市民力や地域力を生かしてきた取組

の蓄積があります。こうした強みを生か

し，産学公の連携のもと，持続可能なエ

ネルギー社会の原動力となる「グリーン

イノベーション」の創出に一層取り組ん

で参ります。 
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2 

産学公連携のプロジェクトによる新た

な再エネ・省エネの技術開発や新産業創

出を進めてほしい。 

 

1 

3 

中小企業の位置づけを明確にして，グリ

ーンイノベーションに取り組んでほし

い。 

1 

4 

グリーンイノベーションの創出には，エ

ネルギーに頼らない快適な生活スタイ

ルの開拓など，産業以外の点も含めるべ

き。 

1 

5 

市民の意識を高めるために，「京都発」

の技術革新はとても効果的だと思う。 

成果や取組のプロセスを，一般の人にも

分かるように情報発信してもらいたい。 

2 

御意見を踏まえ，市民の皆様への分かり

やすい周知に一層努めて参ります。 

6 

なんでも行政が直接行ったり補助金を

出したりするのではなく，市民や事業者

が継続的に回していくことができる仕

組みを作ることが重要。その意味で産業

の育成にもっと力を入れるべき。 

 

1 

市民や事業者の皆様の自主的な取組を

支援することにより，継続的な事業活動

につながるよう取り組んで参ります。 

 

９ 率先実行取組について 6件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

市民や事業者に協力を求めるのであれ

ば，まず市役所から率先して実行し，そ

の姿勢と成果を「見える化」するべき。 

5 

本市では，これまでから「京都市役所

CO2 削減率先実行計画」に基づき，率先

して省エネルギーの推進や再生可能エ

ネルギーの導入に取り組むとともに，そ

の結果を公表してきたところです。 

引き続き，本市自らが率先した取組を積

極的に進め，その「見える化」に努めて

参ります。 

2 

浄水場等で設置するメガソーラーは，全

量ではなく余剰分のみ売電すべき。市民

の電気料金負担増につながる。 

1 

上下水道施設では，これまでから，省エ
ネルギー対策等，環境負荷の低減を図っ
てきたところですが，再生可能エネルギ
ーの普及拡大に向け，鳥羽水環境保全セ
ンター及び新山科浄水場において，大規
模太陽光発電設備を設置しました。 

上下水道事業は，お客さまからお支払い
いただいた料金，使用料により成り立っ
ており，大切なライフラインを守ってい
くためには，事業を安定的に運営してい
く必要があります。そのため，国が新た
に創設した再生可能エネルギー固定価
格買取制度を活用し，発電した電力の全
量を電力会社に売却することが，お客さ
まに御負担をお掛けすることなく運営
できると判断いたしました。 

なお，上下水道施設に設置したメガソー
ラーの発電量は，消費する電力に対し鳥
羽水環境保全センターで約１．５％，新
山科浄水場では約１２．９％となってお
り，余剰電力は生じません。 
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１０ 推進体制等について 23 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

国や関西広域連合，京都府等の政策とも
連携し，整合をとりながら，市の主張も
しっかり含めて，戦略を策定，推進して
ほしい。 

7 

本戦略は，国におけるエネルギー基本計
画の状況や，関西広域連合，京都府のエ
ネルギー関連政策との整合性を勘案し
ながら，本市が推進すべきエネルギー政
策の方向性について明らかにするもの
として策定，推進して参ります。 
また，国におけるエネルギー政策の動向
や本市を取り巻く社会経済情勢に変化
があった場合には，必要に応じて見直し
を行うこととしています。 

2 
一担当部署，課だけで取り組むのではな
く，横断的に各部局部署がリンクした取
組，又は制度が必要。 

3 
エネルギー政策は幅広い政策分野に関
連することから，全庁体制組織のもと
で，全庁を挙げて推進し，各分野別計画
における施策推進に反映させるととも
に，進行管理をしっかり行うこととして
います。 

3 

個別事業については，各分野の計画で進
めるとあるが，責任の所在が希薄になる
ため，戦略を進める核となる組織が必
要。 

2 

4 

エネルギー以外の問題も含め，京都市全
体で優先順位を付けて取り組まないと，
縦割り行政に終わってしまう。 

1 

5 
区レベルで推進体制を構築しないと，戦
略の実効性が伴わない。 

1 

6 

京都は大学のまちと言われている。京都
ならではのエネルギー施策（省エネルギ
ー推進，再生可能エネルギーの導入等）
を進めるために，京都に立地する大学と
協力して進めることが，大学の育成にも
つながるのではないか。 

2 

京都市は 37 の大学・短期大学が集積す
るとともに，人口の約 1 割に当たる 14
万人の学生が在籍する「大学のまち・学
生のまち」であり，大学に集積された知
的資源は省エネ・創エネを進める上でも
重要な役割を担っています。今後とも連
携を強化しながら，京都ならではのエネ
ルギー政策の推進を図って参ります。 
 

7 

国やエネルギー事業者に対して，本戦略
の考え方やエネルギー政策推進に向け
た働きかけをしっかりと行って欲しい。 

2 

再生可能エネルギーの飛躍的な普及拡
大をはじめ，地域におけるエネルギー政
策の課題解決に向けた必要な環境整備
等について，国やエネルギー供給事業者
等に対して，様々な機会を捉えて必要な
提言，要望を行って参ります。 
 

8 

エネルギー政策の推進に当たっては，よ
り実効性のあるものとするため関係者
への早期の情報提供と共有，協議を行う
べき。 

2 

市民，事業者，関係機関，NPO，関係団
体，エネルギー供給事業者等の皆様との
共汗のもと，オール京都体制で各種施策
に取り組んで参ります。 

9 

京都市内には，京のアジェンダ 21 フォ
ーラム，京都市ごみ減量推進会議，京エ
コロジーセンター，京都府温暖化防止活
動推進センターなど，市民とのパートナ
ーシップ組織，中間支援組織があるが，
エネルギー戦略を進めるうえで，重要な
役割を担うべきでは。 

1 

10 
エネルギー供給事業者に，連携強化を求
めることを明記すべき。 1 

11 
京都に本社を構える太陽光を手がける
メーカー等と協力して進めてほしい。 1 
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１１ その他の御意見 37 件 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

1 

注釈を付け，分かりやすい周知を進めて
ほしい。特定事業者制度，アセットマネ
ジメントの意味がよく分からない。 

4 

御意見を踏まえ，本文２０ページの「２ 
目標設定について」の箇所の「特定事業
者制度」及び本文３３ページの「本市の
主な率先実行取組」の箇所の「アセット
マネジメント」についての注釈を記載し
ました。 

2 

リーディングプロジェクト等について，
京都市域一斉でなくとも，モデル地域と
いった形で取組が進められるものはど
んどん進めてほしい。 

3 

御指摘のとおり，エネルギー政策はスピ
ード感を持って取り組む必要があると
考えており，本戦略に基づき，最大限の
取組を推進して参ります。 

3 

市民や事業者が目標を共有できるよう
に，また課題が解決されているのか，分
かりやすい周知に努めてほしい。 

2 

本戦略は，市民，事業者，関係機関，NPO，
関係団体，エネルギー供給事業者等との
共汗のもと，オール京都体制で各種施策
に取り組むものであり，市民，関係者の
皆様に，本市とともにエネルギーについ
て自ら考え，行動していただけるよう，
エネルギーに関する現状，課題，支援内
容等についての情報を積極的に発信し，
エネルギーの「見える化」に取り組んで
参ります。 

4 
エネルギー問題に興味のない人に取り
組んでもらえるよう，意識啓発に取り組
んでもらいたい。 

2 

5 
エネルギー政策上の課題，取組，行政の
支援等，周知を進めてほしい。 

1 

6 
骨子案により，実に様々な取組を行って
いることがわかった。 

1 

7 
記載内容が充分でない。実現の具体性に

乏しい。 
4 

多くの方々から貴重な御提案をいただ
きました。これらの御意見につきまして
は，今後の施策の検討，取組に当たって
の参考とさせていただきます。 8 

自宅で使う電気については，原発による
電気は使いたくない。太陽光発電，小水
力発電等から選びたい。 

2 

9 
施策推進の方向性を示す図を分かりや
すくしてほしい。 

2 

10 戦略の位置付けに疑問を感じる。 1 

11 
地域での取組について，「地域」の範囲
を明示すべき。 

1 

12 
総合的な視点や，循環型の生産・消費，

経済効率，採算性を考慮すべき。 
1 

13 
市民が日常的に取り組めるような取組
があればよい。 

1 

14 
京都市内の企業にサマータイム制度を
導入するよう促してはいかがか。 1 

15 原子力の研究者の育成が必要。 1 

16 
鉄道用のフライホイール式電力貯蔵装
置の開発と実用化。 1 

17 トリウム溶融塩炉の実現。 1 

18 
メインストリートの一部区間に徹底し
た環境対策を施し，観光の目玉としては
どうか。 

1 

19 
リーディングプロジェクトは「喫緊の推
進プロジェクト」と記載とすべき。 1 

20 
「戦略の見直しを行う」ではなく，「基
本方針の着実な推進のために戦略の見
直しを行う」と記載すべき。 

1 

21 
公共建築物への，環境保全，子供の健康
や安全・安心を実現できる伝統的建築工
法の積極的な利用。 

1 

22 
エネルギー政策に取り組む前に，京都市
の財政難解消に今の人員，予算を割くべ
きである。 他 

4 

 


